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共謀罪廃案に向けた取り組み 
 

共謀罪を廃案に！ 有楽町駅マリオン前共同宣伝行動 

五反田法律事務所 伊藤 次彦 

 ５月２４日(水)、自由法曹団東京支部の呼び

かけで国民救援会、法律会計特許一般労働組合

（法会労）の３団体による共同宣伝行動を行い

ました。この日は日比谷野外音楽堂で共謀罪反

対の集会もありましたが、２５名の参加で賑々

しく宣伝を行いました。救援会と法会労のメン

バーもマイクを握り、団員とともにそれぞれの

立場から道行く人々に訴えることもできまし

た。 

 共同での宣伝行動は初めてのことではなく、

２０１５年の安保法制の時にも行った経験があ

ります。但し、前回と違うのは東京支部の方か

らお声かけを頂いたということです。 

 法会労は、春と秋、定期的に東京高等裁判所門前で宣伝を行っています。この中で共謀罪だけを扱

う宣伝行動にとり組んではいましたが、安保法制の時のように街頭に出ていくことはできていません

でした。何かしなくてはいけないなと思っていたところでしたので、東京支部からのお誘いは、まさ

に渡りに船でありました。 

 折角の機会ですので当日訴えた話をしたいと思います。 

 個人的な話になりますが、ナビゲーションスポーツ（オリエンテーリング・ロゲイニング）を趣味

としています。一言で言うと、地図とコンパスを便りに山野を駆け巡るスポーツです。最近は街中で

も開催されることがあります。 

 これまでの報道で気になっていることが二つあります。一つは「花見客なら弁当とビールを持って

いる。犯罪を計画しているなら地図と双眼鏡は持っているだろう」という趣旨の答弁、もう一つが共

謀罪の対象法律に「森林法（保安林の区域内における森林窃盗等）」が含まれているということです。 

 後者の件について政府は、「組織犯罪者集団が資金を集めるために不当に森林財産を売却するまた

は盗む等の行為が考えられる」旨の説明をしています。 

 ナビゲーションスポーツは、競技の特殊性から詳細な地図を作成することが必要になります。その

ため国土地理院が発行する詳細な地形図を持って、コンパス（時には双眼鏡も）や筆記用具測量器具

などを携え、山林を詳細に調査しています。植林と自然林の境界（植生界といいます）もかなり詳細

に調べることになります。 

 さて、ナビゲーションスポーツの調査員と植林された樹林を値踏みする組織犯罪者集団とは外形上

どのように見分けられるのでしょうか。 

 残念ながら日本オリエンテーリング協会から共謀罪に反対する声は聞こえてきていません。労働組

合として活動していると「労働組合と共謀罪」の関係しか考えないもので、なかなかこうした団体に

声をかけることができません。たたかいの舞台は参議院に移りました。短い時間の中で、このような

垣根を越えて反対の声を広げるために何ができるのか。思案のしどころかもしれません。 

 いずれにせよ、それぞれの立場を活かし、共同し、共謀罪を廃案に追い込みましょう。 
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共謀罪に対する代々木総合法律事務所のとりくみ 

代々木総合法律事務所 田中 和幸 
当事務所では、年初から渋谷・中野・杉並地域を中心に、救援会や労組、民主団体が開催した共謀

罪学習会の講師を多数務めてきました。 
４月１４日には、五十嵐仁法政大学名誉教授を招いて「貧しい者から死んでいく―トランプ・安倍

同盟にＮＯを！！」をテーマに、渋谷９条の会主催の学習会を８０名超の参加で成功させましたが、

その集会に先立ってＪＲ代々木駅頭にて宣伝を行い、総勢２０数名で１時間足らずの街頭宣伝で、団

の共謀罪リーフを約５００部配布し、署名を２４筆集めました。 
また、５月中旬には、約２２００名の依頼者へむけて、団リーフと署名用紙を郵送し、現在、連日

署名が返信されてきています。 
街での反応は、徐々に関心の広がりを実感できるものとなってきており、ひきつづき、講師活動や

駅頭宣伝、署名を粘り強くとりくみ、集会参加も強めていきたいと思います。共謀罪反対の声がより

大きなものとなるよう、さらにとりくみを強めましょう。 
 
 

共謀罪法案廃案に向けて－－渋谷共同法律事務所の取り組み 

渋谷共同法律事務所 萩尾 健太 

 渋谷共同法律事務所では、共謀罪法案について、今年２月には事務所会議で学習会を行い、憲法違

反、治安維持法再来の弾圧立法であると位置づけ、出足早く取り組んできた。 
 当事務所の団員が、地域の労働組合や民商、救援会などの民主団体での学習会の講師となったり、

各団体の会議での共謀罪阻止の訴え、団リーフの配布などを積極的に行ってきた。 
 また、居住地域の９条の会で共謀罪阻止の学習会や訴えを行っている団員もいる。 
 また、当事務所の事務員が世田谷救援会や、世田谷の超党派の団体である「生かそう憲法！今こそ

９条を！世田谷の会」の事務局を務めている。「世田谷の会」では毎月９の日宣伝行動に取り組んでい

るほか、５月１９日には総会を行い、地元日本体育大学の清水雅彦教授による講演を行い、共謀罪と

改憲の危険を訴えていただいた。同日は、衆議院法務委員会で共謀罪法案の強行採決がなされたが、

会場には多くの人が詰めかけ、強行採決への怒りをぶつけ、共謀罪廃案への思いを新たにした。 
 当事務所独自の取り組みとしては、

本年２月発行の事務所ニュースに共

謀罪反対の署名を同封し、約５００

筆の署名を集めた。また、毎月の事

務所の会議の前に、渋谷駅頭宣伝行

動に取り組んでいる。衆議院法務委

員全員への Fax 要請や、地元選出国

会議員への要請書の送付にも取り組

んだ。 
 日比谷野音での集会や、議員会館

前の集会にも、都合のつく所員が参

加するようにしている。 
 しかし、日常業務の多忙化のもと、
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共謀罪阻止のために十分な取り組みができているか、というと疑問がある。また、最近は学習会の講

師も減ってきている。 
 共謀罪の審議は参議院に移った。ここで、再度、気を引き締め直して、共謀罪阻止のために事務所

として立ち上がっていけるようにしていきたい。 
 共謀罪の審議の結果、その違憲性は明らかなので、反対する側からすれば、審議するまでもなく即

時廃案にすべきである。しかし、仮に実施しようとするならば、まだまだ審議は尽くされていないこ

とは明らかである。例えば、２７７あるとされる対象犯罪について、準備行為とは何が想定されるの

か、逐条審議しなければ、現状では不明確であって恣意的な運用が全く防止できない。また、共謀罪

の教唆はどうなるのか、よく話し合うよう勧めるという、弁護士の典型的なアドバイスが共謀罪の教

唆となってしまう危険がある。この点も、審議の必要がある。さらに、組織的犯罪処罰法６条の２第

２項「目的遂行罪」は、組織的犯罪集団以外でも「組織的犯罪集団に不正権益を取得・維持・拡大す

る目的で行われるものを計画した場合」を処罰するというものである。この点については、まだまだ

知られていない。 
 参議院では、ぜひ、徹底審議をした上で、国会議員には、委員会室を開かせない、長演説、牛歩な

どで徹底的に抵抗して、審議未了廃案に追い込んでほしい、われわれも、国会外でそれを応援してい

きたい、が、このように書くことすら、共謀罪成立下では許されない社会になってしまうのではない

か、と危惧している。 
 「今日ボーッとしていると、明日が危ない共謀罪」、私たちの明日を守るためにも、共謀罪を阻止し

ましょう！ 
 
 

共謀罪阻止の取り組み 

旬報法律事務所 並木 陽介 

 ５月２４日（水）１８時から有楽町マリオン前にて、団本部作成のリーフ「これが共謀罪です！」

の配布に、当事務所の他の弁護士とともに参加しました。有楽町マリオン前は、団でも街頭宣伝をよ

く行う場所であり、当事務所からもすぐ近くである以上、参加しない訳にはいきません。配布した経

験のある方はご存知かと思いますが、有楽町マリオン前はなかなか受け取りの悪い場所。それでも声

を出しながら配布すると、受け取ってくれるものです。仕事中のサラリーマンは、ポーカーフェイス

を気取っていますが、関心がありそうに眺めながら歩く人もしばしば。とあるサラリーマン風の方か

ら話しかけられました。その方は、なかなか職場や友人と共謀罪の話はできないが不安を感じている

と言っていました。共謀罪の恐ろしさと政府の対応のいい加減さに気づく国民がますます増えてきて

いるのだろうと思います。 
 リーフを３０分ほど配布したその足で、同日に日比谷野音で行われた「5・24 労働法制の改悪と共

謀罪の創設に反対する連帯集会」に参加。情勢報告や野党の国会議員、その他の発言に頷かされまし

た。団員でもある山添拓参議院議員の発言も良かった。エキタスからの発言でも、大学生ながら生活

のためのアルバイトで心をすり減らしている様子も語られました。共謀罪には、労働組合の労働運動

を弾圧した歴史があります。今の日本も、労働法制改悪の流れの中、共謀罪が通れば労働組合が真っ

先に狙われることになりかねません。この集会で掲げられた「労働運動と市民運動は『共謀』しよう！」

というスローガンは、まさにその本質に光を当てた、今の情勢で非常に重要なものだと感じます。壇

上からの発言や会場の熱気を心強く感じ、拳を高く、力強く突き上げて閉会。 
 これからのたたかいへの想いを新たにしました。 
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６月１日参議院参考人招致に随行人として参加して 

城北法律事務所 久保木 太一 
 私は、６月１日の参議院法務委員会の共謀罪審議における参考人招致に、新倉修青山学院大学名誉

教授（民進党推薦）の随行人として参加しました。随行人とはいわゆる「カバン持ち」のポジション

なので、私は発言することもなく、ただ後方から新倉教授の勇姿を見守っていただけでしたが、この

場では生で感じた参考人招致の雰囲気についてご報告したいと思います。なお、この原稿は、参考人

招致から数時間後の、余韻が冷めやらぬ中で執筆しているものです。 
 今回参考人として意見陳述を行ったのは、新倉教授、松宮孝明立命館大学教授（共産党推薦）、日弁

連民事暴力対策委員会の西村幸三弁護士（自民党推薦）の３名でした。与党側が参考人を一人しか招

致しなかったのは、右から左に「何事もなく」法案を通過させたいという与党側の思惑の表れなのか、

それとも共謀罪法案に賛成する立場で発言をする参考人の人材が不足しているのかという推理作業は

さておき、衆議院での参考人招致同様、共謀罪法案に疑問を呈する意見が量的にも質的にも上回る参

考人質疑でした。 
 新倉教授は、TOC 条約締結のために残されている手続は批准のみであり、国内法の整備を議論する

前に一刻も早く TOC 条約を批准すべきだと力強く述べました。また、TOC 条約についての有権解釈

を行うのは締約国であって事務局ではないとして、国連事務局の見解を金科玉条とする政府の態度が

間違いであることを指摘しました。 
 松宮教授は、共謀罪法案が文言上「組織的犯罪集団」の外側にいる人間までも処罰対象としている

ことを指摘し、一般人は適用対象外であるという政府見解を批判しました。また、「暴力団にしか適用

しない」と国会で答弁されていたものの、制定後には学生運動にも適用された凶器集合準備罪の例を

挙げ、いくら適用対象を限定する旨の答弁を行っても、それを法案に明記しなければ意味がないと指

摘しました。 
 西村弁護士は、共謀罪審議で招致されたどの与党側参考人よりも「正直」であったように思えます。

西村弁護士は、今回の法案によって共謀段階でテロを検挙することは困難であると明言しました。 
 普段の国会審議を「強弁」と「答弁拒否」によってなんとかしのいでいる政府与党側にとっては、

「良心のある」参考人による意見陳述の場は苦痛でしかないのだと思います。その証拠に、自民党の

山下議員は与えられた質問時間をほとんど使わないままで質問を終え、公明党の佐々木議員は新倉教

授と松宮教授に質問を一切投げないまま質問を終えました。 
 私は共謀罪法案に関する国会審議をずっとチェックしているのですが、私は共謀罪法案の審議は不

十分だとは思いません。共謀罪法案がとんでもない欠陥法案であることは今までの審議で十分に明ら

かであり、廃案以外の選択肢はもはや存在しないと思います。 
 参考人招致に知恵と勇気をもらいつつ、共謀罪成立阻止に向けた戦

いに邁進したいと思います。 
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革新都政をつくる会事務局 末延渥史 

１ 小池都政誕生から１年 
  小池都知事が誕生してからほぼ１年が経つ。小池都知事は、支持政党をもたず、都民の世論を背

景に当選したが、テレビのキャスターをしていた当時の人脈を使ってマスコミをうまく使っている

といわれている。YOMIURI ONLINE の深読みチャンネルでは、「都議会とのバトル、築地市場の

移転に関する不適切な関係、東京五輪の会場（特に経費）をめぐる問題など、政策よりも政局的な

話題が先行している」と指摘されているが、実際、小池知事の動きは、問題を政局化することで、

都民世論を味方にひきよせるものと思われ、これらの問題で具体的な政策はほとんど示されていな

い。 
  オリンピックの見直し問題についても、施設の見直しや地方開催が話題になったが、結局、舛添

前都知事時代の枠組みに戻っている。オリンピックに関する総経費を試算してみたが、インフラ整

備などをあわせた総経費は５兆円を超えことになる。 
  豊洲問題については、都政史上に汚点を残す。築地市場の豊洲移転は、石原元都知事のトップダ

ウンで決められたが、都心一等地である築地の跡地利用と破たんした臨海副都心開発の救済を狙っ

たものであった。跡地にカジノを作るという話もあった。国、東京都、大手流通資本、ゼネコンな

ど政財界の思惑が交錯している。 
  小池都知事は、専門家会議・プロジェクト専門チームなどを作っているが、そこに都民の参加が

ない。小池都知事は、昨年１２月に、実行プラン（都民ファーストでつくる「新しい東京」・長期計

画）を公表したが、内容を分析すると、子育て支援など都民世論を反映した施策もみられるが、国

家戦略特区を活用した東京駅周辺の開発が謳われるなど、全体として石原・猪瀬・舛添都政を継承

している。小池都知事の姿勢を端的に言えば「財界戦略の枠内での都民との矛盾の調整」というこ

とができる。 
  例えば、保育施設拡充による待機児童の解消を掲げているが、このことは財界の利害と一致して

いる。すなわち、労働人口の減少→女性労働者の活用→子育て環境・保育所を作るという発想であ

る。一方で、高齢者施策には冷たい。外郭環状道路などビジネス都市づくりのための大規模インフ

ラに投資する姿勢も顕著である。最近は、民間施行の再開発に税金を投入することが当たり前にな

ってきている。小池都知事サイドが、都知事選で都市計画道路の見直しについて言及したことから、

関係住民では見直しが期待された。ところが、今年初め、所管の建設局長が色々説明して理解いた

だいたとの話をした。おそらく見直しはされないだろう。住民は反対運動を頑張っている。裁判も

あらたに３路線（現在２路線）で訴訟準備をしている。住民は境界測量をさせない（都は登記がで

きない）ことで、都の動きにストップをかけている。 
 
２ あるべき都政とは 

住民の福祉を増進（地方自治法）することが、あるべき都政の姿である。再開発の推進などは地

元住民の利益になっているとはいえない。革新都政をつくる会の機関紙で革新都政の考証をおこな

っている。革新都政は座標軸となるもので、美濃部革新都政時代の理念を再確認する必要がある。 
 
３ 都議選で問われるもの 

小池都知事は、小池 vs 都議会自民党を都議選の戦略としようとしているが、これは「偽りの対立

軸」。小池都知事は未だに自民党籍（５月２４日現在）のままである。そもそも、小池都知事は、知

事選で当初、自民都連に推薦を依頼した。２０１７年度予算も、一部で都民要求の反映はあるが、

都政問題学習会 



 

6 
 

全体として、福祉きりすて大型開発推進の枠組みはこれまでとおおきく変わりない。自民党は、豊

洲移転問題などで巻き返しをはかっている。都民ファーストは、豊洲問題で『知事の判断を尊重し

ます』と政党ととしての政策・態度を放棄している。これでチェック機能が果たせるのか。小池都

知事の私的諮問機関のメンバーはトップダウンで決められており都民の参加の道は閉ざされている。

知事は大型再開発を推進している。小池知事と都民ファーストの実像を明らかにすることが重要。 
都民ファーストが与党として、過半数をとると、チェック機能が働かなくなる。公明党も与党化

している。自民党都政の枠組みを転換し、チェック機能を働かせるためにも、革新・民主勢力の前

進が不可欠である。 
 
≪質疑応答≫ 
Ｑ 情勢が動いている中、革新勢力が票を取れるか、そのためには何を押し出すべきか 
  → 豊洲問題が争点となっている。同時に、暮らし・福祉を守る、その障害である大型開発の見

直しがポイントになるのではないか。例えば、外郭環状道路は２兆円（１メートル１億円）も

かかる。そのような具体的な数字を挙げて訴えることも重要であると思う。都民生活に根ざし

た訴えを押し出すべきではないか。憲法そして共謀罪の問題を国政問題としないで、都議会で

改憲勢力を伸ばすのか、それとも安倍政権の暴走を阻止し、憲法改悪、共謀罪を許さない議席

を伸ばすのかを争点としていくことも重要。 
 
Ｑ 豊洲問題はどうなりそうか 
  → 基本的には移転方向で、小池都知事は都民の世論を見極めながら進めると思われる。見直し

ＰＴ座長から示された案は、臨海副都心救済のアクセス道路環状２号線が通る前提となってお

り、青果の移転が前提とされていたため、紛糾している。豊洲市場の汚染対策は封じ込めに過

ぎず、無害化するには、すべての土を入れ替えるしか方法はない。莫大な建設費が投じられた

ことなどをもって移転を主張する動きもあるが、最優先すべきは「食の安全」と思う。 
 
   講師の末延さんは、革新都政を作る会事務局のほか、現在、オリンピック・パラリンピック都

民の会の事務局、特定整備路線全都連絡会の事務局として都政問題全般に取り組んでいらっしゃ

います。 
（この原稿は５月２４日学習会での講義内容に講師が加筆したものです） 

 
 

晴海オリンピック・パラリンピック選手村 

敷地譲渡契約住民監査請求 

渋谷共同法律事務所 千葉 恵子 
 
１ 本年５月１９日、東京都監査委員宛に晴海オリンピック・パラリンピック選手村敷地譲渡契約に

向けた一連の行為について都民５８人が監査請求をしました。 

２ 問題となっている土地は、晴海５丁目西地区と言われる場所で、都心部と臨海副都心を接続する

位置にあり、東京駅から３～４㎞の距離にある、好立地の場所で、１３万３９０６．２６㎡の広さ

です。東京都が単独所有者でした。 
  その土地上に２０２０年開催予定のオリンピック・パラリンピックの選手村が建築されることと
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され、民間事業者（特定建築者）が建築してその建物を大会組織委員会が賃借料３８億円を上限と

して賃借し、大会終了後は民間事業者（特定建築者）が超高層タワーを含む合計２４棟の高層住宅

に転用して分譲するプランがだされました。 
  また、選手村の整備は東京都による個人施行の第１種市街地再開発事業によること、特定建築者

制度を導入することとされました。 
  特定建築者となったのが、大手デベロッパー１１社です。２０１６年１２月５日これらの会社が

施行者である東京都と総額１２９億６０００万円という価格で本件の土地について譲渡契約を結ん

だのです。周辺相場からする約１３００億円の土地の売買価格が９割引きの金額とされたのです。 

３ 都民の財産である都有地が周辺相場の約１０分の１という不当に廉価で売買契約がなされたこと

に関して、それまでの一連の行為も含めて監査の対象となる財務会計行為として監査請求をしまし

た。都有地の違法、不当な低廉価格による売却処分による損害を回避又は補填するために必要な措

置を講じることを都知事に勧告するように求めました。 

４ 本件では、東京都が敷地の単独所有権者、施行者、認可権者という１人３役、個人施行の第１種

市街地再開発という手法により脱法、違法な行為が行われました。 

  売買について条例又は議会の議決（地方自治法２３７条１、２項）もなく、適正な価格であるか

どうかについて東京都財産価格審議会における評価（東京都財産価格審議会条例第２条１項）もあ

りません。 
  特定建築者の手法を使い、一般競争入札（地方自治法２３４条）もされていません。 
  このように再開発の手法により、地方自治法による規制をかいくぐっているばかりか、都市再開

発法の規定すら脱法しています。 
  土地の単独所有者である東京都は、権利変換において建物の床などの権利を取得することとせず、

転出申出をしました。現在の土地の所有者は施行者である東京都です。この場合、失われる土地の

価格は権利変換期日における近傍類似の土地の取引価格を考慮して定める相当の価格としなけれ

ばならないのですが（都市再開発法８０条）、土地所有者の全員が同意すれば８０条によらなくて

もよい、という規定（都市再開発法１１０条）を利用して、この規定を脱法しています。 
  １人３役、権利者が１人ということで再開発法の手続の適正をはかるべき規制も機能していませ

ん。 
  １２９億６０００万円の売却価格についての説明として、選手村としての仕様としなければなら

ないこと、オリンピック、パラリンピック開催後に売却となることから売却までに一定の日数がか

かる事などを上げられていますが、９割引きの理由としては納得できるものではありません。 

５ 今後についてですが、６月１５日に意見陳述が予定され、監査請求についての判断は７月中旬に

は出されると思います。 

  この問題に取り組んで来た都民の方とともに頑張りたいと思います。結果次第では住民訴訟も考

えられます。現在の代理人は同じ事務所の淵脇、小林、吉田各団員です。支部の団員の方で興味の

ある方は弁護団に参加して下さればと思います。 
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教育勅語に関する閣議決定の撤回を求める取り組み 

事務局次長 仲里 歌織 

１ 教育勅語に関する閣議決定等の問題 

  安倍内閣は、森友学園問題に関わり３月３１日、教育勅語を容認する答弁書を閣議決定しました。 
  また、４月３日には菅内閣官房長官が徳目について肯定的にとらえ教材として用いることを容認

し、４日には松野文科大臣が道徳の教材として用いることを許容し、７日には義家文科副大臣が園

児に教育勅語を毎朝朗唱させることについて「教育基本法に反しない限りは、問題のない行為」と

発言しました。 
  安倍内閣の閣議決定の意図するところは、単に歴史上の事実を知識として学ぶための教材という

位置づけではなく、教育勅語の内容を肯定し学校教育において教材として用いることを容認するも

のです。 
  そもそも教育勅語は侵略戦争の精神的支柱の役割を果たし、個人の尊厳を中核とする憲法と全く

相容れないことから１９４８年に衆議院・参議院でそれぞれ排除決議、失効確認決議がされていま

す。特に衆議院では教育勅語の根本理念が基本的人権を損い憲法に反することが明確に示されてい

ます。 
  それにもかかわらず安倍内閣が教育勅語の内容を肯定し学校教育において教材として用いること

を容認することは、国会決議を踏みにじるものであり、また憲法尊重擁護義務にも反するもので断

じて許されません。支部では、５月１５日付で、安倍内閣の閣議決定に強く抗議し、即時の撤回を

求める旨の支部長声明を出しました（詳細は支部ＨＰでご確認ください）。 
 

２ 文科省、内閣府への要請 

  支部では、５月３１日に、「教育勅語の内容を肯定

し学校教育の教材として用いることを容認する安倍

内閣の閣議決定に抗議し、撤回を求める」支部長声

明、要請書を持って、文科省及び内閣府に行き、閣

議決定等の問題点を伝え、即時の撤回をするよう要

請活動を行いました（小部支部長、平松事務局長、

舩尾次長、西原次長、大久保団員、久保木団員、担

当次長の仲里が参加）。 
  文科省では、大臣官房総務課法令審議室審議第二

係の担当者と面談の上、２００５年に文科省幼児教育課が、「教育勅語を教えるのは適当ではない。

教育要領でも園児に勅語を暗唱させることは想定していない」と回答し、教育勅語に否定的な態度

をとってきたことを指摘し、７０年守ってきた路線を

変更することのないよう求めました。 
 内閣府では、大臣官房総務課の調査役と面談の上、

内閣官房長官らは「親を大切にするとか、兄弟姉妹仲

良くするとか、友達はお互いに信じあうなどといった

項目もある」とし、徳目について肯定的に評価してい

るが、排除決議の趣旨説明の際には教育勅語の徳目を

部分的に評価することも明確に否定されていたことを
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強調し、速やかに撤回をするよう求めました。 

  文科省、内閣府いずれにおいても、教育勅語

に関する要請が複数きている状況のようでした

が、法律家からの指摘は貴重である旨述べてお

り、内閣府においては、要請書を官邸に届ける

とともに、要請内容のメモを起こし官邸に報告

をする旨約束頂きました。 

 

３ 教育勅語の本質的な問題点 

  教育勅語では、国家のために死ぬことが最も

重要であることが強調されており（教育勅語の官定版解説書である「勅語衍義」では、「世ニ愉快ナ

ルコト多キモ、眞正ノ男子ニアリテハ、國家ノ為メニ死スルヨリ愉快ナルコトナカルベキナリ」と

記されています！！）、このような教育勅語を肯定する事態は極めて深刻です。 
  ＦＡＸニュースにおいて、みなさまに要請書の雛形を送付しましたので、要請書を活用し、多く

の団員に抗議の声をあげて頂きたく、よろしくお願いいたします！！ 
 
 

五月集会・初参加報告 

弁護士法人・響 澁谷 望 
１ はじめに 

  群馬・磯部において、開催されました五月集会に初めて参加致しました。私は、５月２１日の全

体会からの参加です。 

２ 一日目 

  全体会では、君島東彦教授の講演がありました。憲法９条を、６面の切り口から考察するという

斬新的な思考を知ることで、条文に対する多角的な視点を得られたように思います。この度は、憲

法を学術的なスタンスから改めて学ぶ良い機会になりました。 

  分科会では、労働・格差・貧困に参加致しました。そのなかでも、時給１５００円運動について

の後藤道夫教授の説明は、驚くことが多かったです。具体的には、時給１５００円運動は、家計補

助賃金の下限から、勤労者が普通に暮らせる賃金の下限という最低賃金の位置及び機能の転換の動

きであるとみられることや、１５００円という金額が、最低生計費資産調査で現れた平均値と近似

していて、掲げる金額として妥当であること（＝リアリティーがある）を知ることができたのは、

大きな収穫でした。 

  夕方からの懇親会は、諸先輩方と交流させていただいたほか、同期との親睦を深めることができ

ました。 

３ 二日目 

  労働の分科会に参加致しました。先輩方が、全国各地において、まさに今戦っている事件や裁判

をたくさん伺えました。中には、私が知らなかった労働問題を知ることができましたので、刺激的

で、非常に勉強になりました。 

４ さいごに 

  群馬・磯部は、本当にのどかで、温泉街の風情が感じられるいい場所でした。そんな静謐な場所

において、団員の方々の情熱を感じることができた五月集会は、忘れられないものになりました。 
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事務局次長就任のご挨拶 

事務局次長 西原 和俊 
 この度、自由法曹団東京支部の事務局次長に就任いたしました、西原和俊（６９期）と申します。 
 弁護士１年目の新人として、毎日のように未経験の問題に直面しながらも、非常に密度の濃い半年

を過ごしてきたと感じています。私のような新人に次長が務まるのかという不安はありますが、貴重

な機会をいただけたことに感謝し、未熟ながら精一杯取り組む所存です。 
 私が所属している弁護士法人・響についてもご紹介させていただきます。弊所は今年で設立３周年

を迎えるにいたり、今月には設立記念レセプションを予定しています。レセプションには弁護士とし

て平和や人権問題に取り組まれている諸先輩方をお招きし、社会的活動により憲法的価値を実現する

という弊所の基本理念を、所員一同で再認識する機会にしたいと考えています。事務所の歴史として

はまだまだ浅く、所属弁護士も若手中心ではありますが、このような若い力を結集させることで団東

京支部活動のさらなる活性化の一助となれるよう所員一丸となって取り組んでまいります。 
 私自身も、この度いただいた機会を活かし、先輩次長の諸先生方のように団東京支部の活動を支え、

引っ張っていけるような存在になれるよう日々努力してまいりますので、お力添えのほど何卒よろし

くお願いいたします。 
 

 

今後の東京支部の取り組み 
 

山添拓団員による 

共謀罪・改憲問題・緊急情勢報告会のお知らせ 

幹事長 長尾 宜行 

 いよいよ参議院において共謀罪法案の審議がはじまりました。法案成立を阻止するたたかいは、ま

さに正念場を迎えようとしています。また、今年の憲法記念日において、安倍首相は、憲法９条に３

項を追加し、現行の自衛隊を正面から認知する改憲を、２０２０年までに実行することを表明しまし

た。この間、自民党内においても、緊急事態条項の創設、教育の無償化と合わせて三点での明文改憲

を実行するという方向で、まとまりつつあるようです。 

 このように共謀罪や改憲をめぐる情勢は、緊迫の度を増しています。そこで、国会において、これ

らをめぐるたたかいの先頭に立って奮闘している参議院議員の山添拓団員（日本共産党）をお招きし

て、以下のとおり、緊急情勢報告会を、開催することとしました。多数のご参加をお願いいたします。 

   ■ 日 時   ２０１７年６月２１日（水）午後４時～５時３０分ころ 

   ■ 場 所   団本部会議室 

 当日は、午後２時から支部幹事会を開催します。幹事以外の方でも参加できますので、幹事会のほ

うにも多数ご参加ください。 
 なお、国会会期の延長等の状況により、当日山添団員の出席が困難となる場合もありえます。その

場合、衆議院議員（日本共産党）の出席となりますことを、予めご了承ください。 
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9 月 16 日(土)～18 日(月) 沖縄調査団を派遣します 
ご参加ください！！ 

（若手団員には支部から参加費補助があります!!） 
事務局次長 舩尾 遼 

    ■日時 ２０１７年９月１６日（土）～１８日（月） 
        １６日は１２時那覇空港集合、１８日は１６時現地解散（予定） 

    ■訪問（予定） １日目 那覇近辺戦跡めぐり、団沖縄支部との交流 

            ２日目 高江ヘリパッド、辺野古新基地訪問 

            ３日目 嘉手納、普天間基地見学等 

                可能であれば、伊江島（米軍による土地強奪について学びます）

を旅程に加えたいと思います。 

            「なお、伊江島に行く場合は辺野古訪問は３日目になる可能性があります。」  

    ■募集人数 最大２０名程度（団支部の活動として、交通費・宿泊費等はぜひとも所属事務

所での負担をお願いします。事務所での費用負担が難しい場合には、６４期以降

の支部団員を対象に１人最大２万円の補助を予定しています。） 

    ■航空券・宿  往復の航空券は各自で取って頂きますようお願いいたします。宿泊は支部

で手配予定ですので、参加を希望される方はお早めにご連絡ください。 

    ■申し込み 自由法曹団東京支部事務局奥住宛 

          メール ｄａｎｔｏｋｙｏ＠ｄｒｅａｍ．ｃｏｍ 

          ＦＡＸ ０３－５２２７－８２５７ 

 

１ 沖縄の情勢 

  沖縄では、米軍基地はいらないという民意が明確に示されています。２０１４年１月に行われた

名護市長選挙では辺野古新基地建設に反対する稲嶺市長が再選され、続く９月に行われた名護市議

会選挙では辺野古新基地建設反対派が勝利し議会の多数派になりました。１１月に行われた知事選

では、翁長知事が１０万票の大差で圧勝し、１２月に行われた衆議院選挙では、沖縄の全選挙区で

辺野古新基地建設を掲げた候補者が勝利しました。そして、２０１６年７月に行われた参議院選挙

では、辺野古新基地建設反対を掲げたオール沖縄の伊波洋一氏が現職大臣を破って当選しています。 

  このような沖縄の民意をないがしろにして、安倍政権は基地建設を強行しています。参議院選挙

が終わった翌日の２０１６年７月１１日、安倍政権は突如として沖縄県高江のヘリパッド建設準備

を開始しました。そして、全国の機動隊を動員して、非暴力による座り込みをする住民を力ずくで

排除するという弾圧を強行し、自衛隊のヘリを使ってまで資材搬入を強行し、ヘリパッドを完成さ

せて２０１６年１２月２２日、北部訓練場の返還式典を行いました。 

  そのような情勢のなか、２０１６年１２月１３日夜から１４日未明にかけて、沖縄県で給油訓練

中のオスプレイが２機墜落しました。給油訓練中の事故であったが、十分な原因究明もされないま

ま事故からわずか６日後にオスプレイの飛行訓練が再開されました。安倍政権は在日米軍に飛行停

止を要請したが、飛行再開に対して強く抗議をしませんでした。そして、給油訓練も事故から一か

月たたない２０１７年１月６日正午、事故原因究明がされないまま、オスプレイの給油訓練が再開

されました。 

  また、辺野古新基地建設について安倍政権は、翁長知事が埋立承認取消の撤回を求めた国の指示

に従わないとして、地方自治法に基づく違法確認訴訟を福岡高裁那覇支部に提訴しました。承認取

り消しを撤回しないことが違法であることが２０１６年１２月２０日、最高裁で確定しましたが、
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最高裁判決は、高裁判決からわずか５か月あまりの異例の速さでなされたものであり、正に結論あ

りきの判決でした。この最高裁判決を受けて、安倍政権は辺野古新基地建設を再開しました。 

  まさに新基地建設ありき、アメリカの言うとおりに沖縄では米軍基地建設が強行されているので

す。 

  翁長知事は、沖縄県民の民意の後押しを受けて、公有水面埋め立て承認の撤回を必ずおこなうと

して、全面的に安倍政権と対決する姿勢を明らかにしています。 

２ 東京支部で調査団を派遣します 

  団東京支部では、昨年来「沖縄県高江でのヘリパッド建設及び警視庁を含む全国の機動隊派遣中

止を求める決議」をあげて、防衛省や警視庁に申し入れをし、「辺野古新基地建設強行に反対する支

部総会決議」をあげるなどしてきました。また、警視庁機動隊が高江に派遣されたことを受けて、

機動隊に対する給与の支出が違法であり、これを返還するよう求める住民監査請求、これに引き続

く住民訴訟を提訴するなど、新基地建設反対・全ての米軍基地撤去を求める取り組みをしてきまし

た。 

  そして、上記のような現在の沖縄をめぐる情勢を踏まえると、団東京支部の取り組みを更に強化

することが必要です。 

  つきましては、基地建設をめぐる沖縄の実情を深く知り、今まで以上に新基地建設反対・米軍基

地撤去を求める活動を展開するべく、これらの課題に積極的に取り組みたい若手を中心とした団員

を募集します。一部参加も可能ですのでお問い合わせください。 

３ 若手団員のみなさんのご参加をお待ちしております。 

  上記活動趣旨から、東京支部から多くの若手団員の参加を呼びかけます！すでに NBFes（辺野古

新基地建設に反対する若手有志の会）所属の団員から多くの参加の声が上がっています。 

  宿の予約などの都合がありますので、参加を希望される方は、自由法曹団東京支部まで６月１５

日までにメール、あるいは FAXにて①お名前、②ご連絡先、③事務所での費用負担が難しい場合は

その旨、のご連絡をお願いいたします。 

 

 

サマーセミナー及び本部憲法企画のご案内 

事務局次長 大久保 修一 

◎ 団支部サマーセミナー 
    ■ 日時 ２０１７年８月２５日（金）～２６日（土） 

    ■ 場所 ホテルリゾーピア熱海（静岡県熱海市東海岸町 13-93 TEL：0557-83-5959） 

    ■ 講師 青井未帆先生（学習院大学法科大学院教授） 
 

◎ 団本部改憲対策本部主催憲法問題合宿集会 
    ■ 日時 ２０１７年８月３０日（水）～３１日（木） 
    ■ 場所 熱海金城館（静岡県熱海市昭和町 10-33 TEL：0557-81-6261） 
    ■ 講師 渡辺 治先生（一橋大学名誉教授） 
 
 安倍首相は、憲法記念日である５月３日、「民間憲法臨調」と「美しい日本の憲法をつくる国民の会」

（いずれも日本会議系）が共催した改憲集会にビデオメッセージを寄せ、「（憲法）９条の１項、２項

をそのまま残し、その上で自衛隊の記述を書き加え」「２０２０年を新しい憲法が施行される年にした
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い」と明言しました。 
 安倍首相が提唱した９条３項に自衛隊の記述を書き加える改憲案は、日本会議が提案する９条改憲

案に依拠するものであって、自衛隊の活動を制限してきた９条２項の空文化を狙いとしています。海

外での武力行使を可能にする足がかりとしようとする提案に他ならず、絶対に阻止しなければなりま

せん。 
 ２０年の憲法施行のために、今夏以降、自民党内での改憲論議が急加速し、改憲をめぐる情勢が緊

迫化していくことが予想されます。 
 そこで、支部では毎年恒例のサマーセミナーで会見を巡る議論状況について、自民党改憲案、特に

９条改憲案や教育の無償化等の「自民党改憲案を斬る」をテーマに青井美帆学習院大学教授に講演い

ただき、私たちがどのような取り組みをする必要があるかを討論する企画を準備しています。 
 多くの団員の参加をお待ちしております。 
 

５月２４日幹事会議事録 

１ 報告事項・確認事項（この間の主な取り組み） 

 ・5 月 1 日 メーデー 原宿駅前・神宮橋で 80 人参加 2000 枚のリーフを配布 
 ・5 月 3 日 ５・３憲法集会＆デモ 
 ・5 月 16 日 共謀罪廃案を求める日比谷野音集会 
 ・5 月 18 日 日弁連主催：市民の人権・自由を広く侵害する共謀罪創設に反対する集会 
 ・5 月 19 日 共謀罪法案廃案を求める国会前行動 
 ・5 月 24 日 団支部・救援会東京都本部・法会労共催有楽町マリオン前 宣伝行動 
 ・5 月 29 日・30 日 共謀罪法案廃案を求める国会議員会館前行動 
 ・5 月 31 日 共謀罪法案廃案を求める日比谷野音集会 
 

２ 情勢及び取り組み 

■ 五月集会報告 
  初日の全体会学習会は君島東彦先生。憲法９条の意義や役割の説明。安倍改憲の柱である９条３

項の新設について、これまでの護憲派を含めて多くの国民が賛成するのではないか。自衛隊を憲法

上の位置づけにするにとどまらない意味を持つことを明らかにすることが必要。護憲派に説明責任

があるとの説明について質疑が多くなされた。また護憲派の切り崩しが行われるのではないか。安

倍改憲ついての背景、危険性について概ね理解ができたのではないか。 
  また、共謀罪の講師が憲法の明文改憲を語っていた。安倍明文改憲への強い関心があったのでは

ないか。 
  共謀罪については、６月１８日までの３０日間は厳しいのではないか。都議選もはさむ。明文改

憲共謀罪もテーマになる。そうすると強行採決を公明党が嫌がるのではないか。７月２日まで採決

を入れないのではないか。逆に言うと廃案の可能性もある。 
■ 憲法 
 ・団本部８月３０、３１日に熱海で憲法合宿開催。講師の渡辺治先生は改憲を巡る情勢を踏まえた

基調報告がある。 
 ・支部のサマーセミナーでは、改憲を巡る情勢よりも改憲を巡る「自民党改憲案」の理論的な問題

点を明らかにするよう自民党改憲草案３本を斬るという内容で講演を要請する。 
 ・６月に山添議員に学習会を開催してもらう予定（情勢次第で講師が変更となりうる） 
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■ 治安警察問題 共謀罪関係 
 ・４月２８日新宿西口街頭宣伝 山田聡美団員が弁士 
 ・５月３１日日比谷野外音楽堂集会、６月１０日国会包囲行動へ参加呼びかけを行う 
 ・各事務所で国会前行動にできる限り参加する。 
 ・共謀罪リーフレット ３万１９００～３万２９００部 支部では４万部の普及を目指す 
 ・城北・南部はリーフの受け取りが良くなった。東部でもリーフをまき、顧問先に渡している。学

習会要請もある。渋谷も頑張っている。代々木は余り受け取りが良くなかった。民主団体から直接

要請が来ている。多摩地区では集会や週１で宣伝をしている。 
 ・各事務所の取り組みについて支部ニュースで報告する。 
 ・徹底審議をして問題点を明らかにして廃案にせよというスローガンで頑張る 
■ 沖縄・新基地関係 
 ・ 沖縄支部団員から五月集会で来てほしいとの要請 
 ・ 事務所で参加費の援助が難しい場合には支部負担。 
■ 教育問題関係 
 ・家庭教育支援法案の問題 
   家庭教育支援法案の学習会を団本部教育問題委員会で企画中（団、新婦人、全教共催）。 
   日時：２０１７年７月３０日（日） １３：３０～１５：３０（開場１３：００） 
   場所：機械工具会館（田町駅近く） 
   講師：二宮周平先生（立命館大学教授） 
  児童養護施設などの子ども達の進学を応援している団体等から聞き取りを行い、家庭教育支援法

案の問題をより深く理解する取り組みも行っている。 
 ・教科書検定の問題 
   ６月１５日に教科書検定関係資料を閲覧しにいく（文科省情報ひろばラウンジ）。 
 ・教育勅語の問題 支部長声明の執行 
   ５月３１日に文科省及び内閣府に要請行動 

 

３ 当面の日程など 

■ 共謀罪 NO 実行委員会、戦争させない！総がかり行動実行委員会・戦争する国づくりストップ！

憲法を守り・いかす共同センターによる共謀罪反対の取組予定 
 
◎ 辺野古新基地建設と共謀罪新設を許さない！国会包囲行動 
6 月 10 日（土）14:00～15:30 国会議事堂周辺 
 
◎ 日比谷野外音楽堂集会＆銀座デモ（仮称） 
6 月 13 日（火）18:30～  日比谷野外音楽堂集会 銀座デモ 
 
◎議員会館前行動（衆議院第二議員会館前） 
6 月 13 日（火）～6 月 16 日（金） 
 12:00～13:00 議員会館前行動 
 13:30～16:00 議員会館前座り込み 

18:30～19:30 議員会館前行動（13 日除く） 
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